
◎感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律等の

一部を改正する法律 
（平成一八年一二月八日法律第一〇六号）   

一、提案理由（平成一八年一〇月二七日・衆議院厚生労働委員会） 

○柳澤国務大臣 ただいま議題となりました感染症の予防及び感染症の患者に対する医

療に関する法律等の一部を改正する法律案につきまして、その提案の理由及び内容の概

要を御説明申し上げます。 

 我が国においては、国民の生命及び健康に影響を与えるおそれがある感染症の病原体

等の管理が、研究者、施設管理者等の自主性にゆだねられており、その適正な管理体制

は、必ずしも確立されていない状況にあります。また、感染症の予防に関する施策の国

際的な動向にかんがみ、生物テロに使用されるおそれのある病原体等の管理の強化が重

要な課題となっております。 

 このため、最近の海外における感染症の発生の状況、保健医療を取り巻く環境の変化

等を踏まえ、生物テロによる感染症の発生及び蔓延を防止する対策を含め、総合的な感

染症予防対策を推進することとし、本法律案を提出することとした次第であります。 

 以下、この法律案の主な内容について御説明申し上げます。 

 第一に、病原体等について、その病原性及び国民の生命または健康に対する影響に応

じて、一種病原体等から四種病原体等までに分類し、所持または輸入の禁止、許可及び

届け出、基準の遵守等の規制を創設し、その適正な管理体制を確立することとしており

ます。 

 第二に、最新の医学的知見等を踏まえ、南米出血熱を一類感染症に、結核を二類感染

症に追加し、重症急性呼吸器症候群を一類感染症から二類感染症に改め、コレラ、細菌

性赤痢、腸チフス及びパラチフスを二類感染症から三類感染症に改めるとともに、検疫

法による検疫の対象からコレラ及び黄熱を除外することとしております。 

 第三に、感染症の発生及び蔓延の防止を迅速かつ的確に行うため、慢性の感染症の患

者及び疑似症患者の届け出制度を創設するとともに、厚生労働大臣及び都道府県知事は、

感染症に関する情報を積極的に公表することとしております。 

 第四に、患者等の人権の尊重の観点から、就業制限、入院勧告等の措置に関し、感染

症の診査に関する協議会の意見聴取、患者の意見陳述及び苦情の申し出等の手続を整備

することとしております。 

 第五に、総合的な結核対策を推進するため、感染症の予防及び感染症の患者に対する

医療に関する法律に結核予防対策として必要な定期の健康診断、通院医療等に関する規

定を、予防接種法に結核の定期の予防接種に関する規定をそれぞれ設け、これに伴い、

結核予防法を廃止することとしております。 

 最後に、この法律の施行期日は、一部を除き、公布の日から起算して六月を超えない

範囲内で政令で定める日としております。 



 以上が、この法律案の提案の理由及びその内容の概要であります。 

 何とぞ、御審議の上、速やかに御可決あらんことをお願い申し上げます。 

二、衆議院厚生労働委員長報告（平成一八年一一月一四日） 

○櫻田義孝君 ただいま議題となりました感染症の予防及び感染症の患者に対する医療

に関する法律等の一部を改正する法律案について、厚生労働委員会における審査の経過

及び結果を御報告申し上げます。 

 本案は、生物テロによる感染症の発生等を防止する対策を含め、総合的な感染症予防

対策を推進しようとするもので、その主な内容は、 

 第一に、病原体等について、一種病原体等から四種病原体等までに分類し、所持等の

禁止、許可及び届け出等の規制を創設すること、 

 第二に、重症急性呼吸器症候群を一類感染症から二類感染症に改める等、感染症の類

型を見直すこと、 

 第三に、結核予防対策として必要な定期の健康診断、通院医療等に関する規定を設け、

これに伴い、結核予防法を廃止すること 

等であります。 

 本案は、さきの国会に提出され、去る六月一日本委員会に付託されましたが、継続審

査となっていたものであります。 

 今国会におきまして、十月二十七日柳澤厚生労働大臣から提案理由の説明を聴取し、

十一月一日から質疑に入り、八日には参考人の意見を聴取し、去る十日質疑を終局し、

討論、採決の結果、賛成多数をもって原案のとおり可決すべきものと議決した次第であ

ります。 

 なお、本案に対し附帯決議を付することに決しました。 

 以上、御報告申し上げます。 

○附帯決議（平成一八年一一月一〇日） 

 政府は、本法の施行に当たり、次の事項について適切な措置を講ずるべきである。 

一 結核対策において結核予防法が果たしてきた役割の大きさと、いまだに結核が主要

な感染症である現実とを踏まえ、結核予防法廃止後においても結核対策の一層の充実を

図ること。特に、地域における結核対策の中核機関である保健所については、その役割

が十分果たせるよう体制の強化に努めること。また、結核患者の治療成功率の向上に向

けて、医師等に対する結核の標準治療法の一層の周知や研修に取り組むこと。 

二 結核が感染症診査協議会の診査対象になること及び感染症患者の人権への一層の配

慮のために同協議会の役割が増大することに鑑み、各地域において同協議会が十分な機

能を果たせるよう、必要な支援策を講ずること。 

三 病原体等の所持等に関する情報の管理については、厳重な管理システムの構築、取

扱基準の策定及び遵守を徹底することにより、万が一にも漏出することがないよう万全

を期すこと。 



四 病原体等の管理基準等に関する政省令の策定に当たっては、医療機関、検査機関、

研究機関等の実態に留意し、遵守可能な合理的なものとすること。また、移送に当たっ

ての届出等の手続については、業務に支障が生じないよう十分周知するとともに、円滑

な窓口業務が実施されるよう留意すること。 

五 生物テロの発生や災害等により病原体等が流出したケースを想定した緊急対応マニ

ュアルを示し、保健所その他の関係機関が住民の健康を守るために迅速かつ的確な対応

がとれるようその周知を図るとともに、実地訓練の実施を促進すること。 

六 感染症に関する研究を推進し、一類感染症等の国内発生や生物テロなどの緊急時に

備えるため、周辺への安全配慮の下、Ｐ４施設を確保し、稼働させること。 

七 新型インフルエンザの発生に備え、実効性のある計画を策定し、国と地方との連携

等について訓練を実施するなど国内における初動態勢の確保に努めること。また、新型

インフルエンザが発生する危険性が高いとされる東南アジア地域の各国と緊密な情報交

換を行うとともに、保健医療分野における支援を含め協力関係を更に推進すること。 

八 感染症は過去の疾病ではなく、日常的な疾病であることから、医師を始めとする医

療関係者に対し定期的に研修を実施し、診断、治療、感染予防等の知識の普及に努める

とともに、指定医療機関における感染症専門医等の確保など医療機関の体制整備を図る

こと。また、感染症専門医、研究者の養成のため、海外への派遣研修などの事業を更に

充実させること。 

三、参議院厚生労働委員長報告（平成一八年一二月一日） 

○鶴保庸介君 ただいま議題となりました法律案につきまして、厚生労働委員会におけ

る審査の経過と結果を御報告申し上げます。 

 本法律案は、最近の海外における感染症の発生の状況、保健医療を取り巻く環境の変

化等を踏まえ、生物テロによる感染症の発生及び蔓延を防止する対策を含め、総合的な

感染症予防対策を推進するため、病原体等の所持等を規制する制度を創設するとともに、

入院、検疫等の措置の対象となる感染症の種類を見直すほか、入院等の措置に際しての

患者への説明等の手続に関する規定を設け、併せて結核の予防等の施策に関する規定を

整備する等の措置を講じようとするものであります。 

 委員会におきましては、政府における生物テロ対策の取組、今後の結核対策の在り方、

新型インフルエンザ対策を充実させる必要性、肝炎対策を早期に講ずる必要性等につい

て質疑が行われましたが、その詳細は会議録によって御承知願います。 

 なお、本法律案の審査に先立ちまして、国立感染症研究所等の視察も行いました。 

 質疑を終局し、討論に入りましたところ、社会民主党・護憲連合を代表して福島みず

ほ委員より反対する旨の意見が述べられました。 

 討論を終局し、採決の結果、本法律案は多数をもって原案どおり可決すべきものと決

定いたしました。 

 なお、本法律案に対し附帯決議が付されております。 



 以上、御報告申し上げます。 

○附帯決議（平成一八年一一月三〇日） 

 政府は、本法の施行に当たり、次の事項について適切な措置を講ずるべきである。 

一、国の基本指針については、今回の改正の趣旨を踏まえ、生物テロによる感染症の発

生及びまん延を防止する対策を含め、総合的な感染症予防対策を推進する観点から、そ

の策定に向け、速やかに検討を行い、実効性のあるものとすること。あわせて、都道府

県の予防計画について、基本指針に即して速やかに策定されるよう、都道府県に対し適

切な指導を行うこと。 

二、結核対策については、結核予防法が果たしてきた役割の大きさと未だに結核が主要

な感染症である現実とを踏まえ、結核予防法廃止後においても結核対策の一層の充実を

図ること。特に、最近の結核の発生動向にかんがみ、発病しやすい高齢者等及び感染を

受けやすい医療従事者等に対する対策の強化に努めること。 

三、地域における結核対策の中核機関である保健所については、その役割が十分果たせ

るよう体制の強化に努めること。また、結核患者の治療成功率の向上に向けて、医師等

に対する結核の標準治療法の一層の周知や研修に取り組むこと。 

四、感染症診査協議会については、結核がその診査対象になること及び感染症患者の人

権を一層尊重するために同協議会の役割が増大することにかんがみ、各地域において同

協議会が十分な機能を果たせるよう、必要な支援策を講ずること。 

五、慢性の感染症に係る医師の届出に関する省令の策定及び運用に当たっては、患者に

対する差別、偏見につながることのないよう、人権を十分尊重すること。また、収集さ

れた感染症情報が患者の治療等に真に役立つよう、実態を適切に把握し、これを感染症

施策の展開に反映させるとともに、感染症のまん延を防止する対策を講ずること。 

六、病原体等の所持等に関する情報の管理については、厳重な管理システムの構築、取

扱基準の策定及び遵守を徹底することにより、万が一にも漏出することがないよう万全

を期すこと。 

七、病原体等の管理基準等に関する政省令の策定に当たっては、医療機関、検査機関、

研究機関等の実態に留意し、遵守可能な合理的なものとすること。また、移送に当たっ

ての届出等の手続については、業務に支障が生じないよう十分周知するとともに、円滑

な窓口業務が実施されるよう留意すること。 

八、生物テロの発生や災害等により病原体等が流出したケースを想定した緊急対応マニ

ュアルを示し、保健所その他の関係機関が住民の健康を守るために迅速かつ的確な対応

がとれるよう、その周知を図るとともに、実地訓練の実施を促進すること。 

九、感染症に関する研究を推進し、一類感染症等の国内発生や生物テロなどの緊急時に

備えるため、周辺への安全配慮の下、Ｐ４施設を確保し、稼働させること。 

十、新型インフルエンザの発生に備え、実効性のある計画を策定し、国と地方との連携

等について訓練を実施するなど国内における初動態勢の確保に努めるとともに、その流



行の拡大に備え、医療機関等で使用するマスクや消毒薬等が十分確保されるよう、必要

な対策を講ずること。また、新型インフルエンザが発生する危険性が高いとされる東南

アジア地域の各国と緊密な情報交換を行うとともに、保健医療分野における支援を含め

協力関係を更に推進すること。 

十一、感染症のワクチン、新薬等の研究・開発については、国による支援の強化を図り、

その一層の促進に努めること。特に、新型インフルエンザワクチンについては、その緊

急性にかんがみ、早急な開発・製造を可能とする体制整備を進めること。 

十二、感染症は過去の疾病ではなく、日常的な疾病であることから、医師をはじめとす

る医療関係者に対し定期的に研修を実施し、診断、治療、感染予防等の知識の普及に努

めるとともに、指定医療機関における感染症専門医等の確保など医療機関の体制整備を

図ること。また、感染症専門医、研究者の養成のため、海外への派遣研修などの事業を

更に充実させること。あわせて、その際に必要な財政支援措置を講ずること。 

十三、感染症指定医療機関への感染症患者等の搬送については、その体制を更に整備す

るため、必要な対策を推進すること。 

十四、院内感染対策については、安心かつ安全な医療を確保するため、その充実を図る

とともに、相談体制の整備に努めること。また、医療従事者等に対して、ワクチンで予

防できる疾患に対する予防接種が行われるよう配慮すること。 

十五、肝炎対策については、検査体制の強化、診療体制の整備、有効性の高い治療法の

確保方策、研究開発の推進、普及啓発・相談指導等、総合的な対策のより一層の充実を

図ること。 

十六、感染症に対する理解の促進及び感染症のまん延防止のため、国民に対し、感染症

に関する知識の普及及び啓発を十分に行うこと。特に、性感染症については、若年層に

対し、その予防教育を含めた正しい知識の普及に努めること。 

十七、地球規模化する感染症問題については、海外の事例の収集、分析等を踏まえ、新

感染症等への速やかな対応が可能となるよう研究機関の体制整備等を図るとともに、海

外における患者情報の把握及び発生源対策が重要であることにかんがみ、ＷＨＯ、二国

間協議等を通じた国際医療協力の一層の推進を図ること。 

 右決議する。 


